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議案第 25 号

令和３年度 安芸高田市下水道事業会計予算

（総    則）

第１条  令和３年度 安芸高田市下水道事業会計の予算は､次に定めるところに

よる。

（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は､次のとおりとする。

（１） 排 水 戸 数 ３，３７０ 戸

（２） 年間総排水量 ９６４，０１４ ｍ
3

（３） １日平均排水量 ２，６４１ ㎥/日

（４） 主な建設改良事業 ３２，１００ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める｡

収                      入

第１款 事 業 収 益 ８３０，３４５ 千円

第１項 営  業  収  益 １８８，７８１ 千円

第２項 営 業 外 収 益 ６４１，５６４ 千円

支                      出

第１款 事 業 費 ７１５，５１１ 千円

第１項 営  業  費  用 ６２４，４６８ 千円

第２項 営 業 外 費 用 ８８，９８３ 千円

第３項 特　別　損　失 ６０ 千円

第４項 予   備   費 ２，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条  資本的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める｡

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２５８，５６６千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，５８７千円、過年度分損益

勘定留保資金１３５，７２１千円及び当年度分損益勘定留保資金

１２１，２５８千円で補填するものとする。）
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収                      入

第１款 資 本 的 収 入 １３５，０００ 千円

第１項 分    担    金 ５，４００ 千円

第２項 企    業    債 １１３，６００ 千円

第３項 補　　助　　金 １６，０００ 千円

支                      出

第１款 資 本 的 支 出 ３９３，５６６ 千円

第１項 建 設 改 良 費 ３２，１００ 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ３６１，４６６ 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。

（１） 建設改良事業債

① 起債の目的：建設改良事業

② 限度額：２，０００千円

③ 起債の方法：証書借入又は証券発行

④ 利率：４．０パーセント以内

⑤ 償還の方法：借入先の融資条件による。ただし、市の都合により据置

期間を短縮しもしくは繰上償還又は、低利に借換えすることができる。

（２） 資本費平準化債

① 起債の目的：資本費平準化債

② 限度額：１１１，６００千円

③ 起債の方法：証書借入又は証券発行

④ 利率：４．０パーセント以内

⑤ 償還の方法：借入先の融資条件による。ただし、市の都合により据置

期間を短縮しもしくは繰上償還又は、低利に借換えすることができる。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。

（１） 第３条予算内での各項間の流用

（２） 第４条予算内での各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、この経費の金額を、これ以外の経費

の金額に流用し、又は、これ以外の経費をこの経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 ２６，７０７ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業の運営に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は４３７，５００千円である。

令和 3 年 2 月 24 日提出

安芸高田市長   石丸　伸二

－3－





予 算 に 関 す る 説 明 書



令和３年度　安芸高田市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.事業収益 830,345 　

1.営業収益 188,781 　

1.下水道使用料 188,781 　

2.営業外収益 641,564 　

1.他会計補助金 435,500 　

2.長期前受金戻入 206,062

3.雑収益 2

支　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.事業費 715,511 　

1.営業費用 624,468

1.管渠費 19,321 　

2.処理場費 200,200 　

3.総係費 63,164 　

4.減価償却費 341,783 　

2.営業外費用 88,983 　

1.支払利息及び企業債取
扱諸費

56,340 　

2.消費税及び地方消費税 32,643

3.特別損失 60

1.過年度損益修正損 60

4.予備費 2,000

1.予備費 2,000
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.資本的収入 135,000 　

1.分担金 5,400 　

1.加入者分担金 5,400 　

2.企業債 113,600

1.建設改良債 2,000

2.資本費平準化債 111,600

3.補助金 16,000

1.国庫補助金 14,000

2.他会計補助金 2,000

支　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.資本的支出 393,566 　

1.建設改良費 32,100

1.処理場建設改良費 28,000 　

2.管渠建設改良費 4,100

2.企業債償還金 361,466

1.建設企業債償還金 361,466
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（単位：千円）

1 営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 123,745

減価償却費 341,783

貸倒引当金の増減額（△は減少） 122

賞与引当金の増減額 20

長期前受金戻入額 △ 206,062

支払利息 56,340

未収金の増減額（△は増加) △ 2,168

未払金の増減額（△は減少) △ 5,419

小    計 308,361

利息の支払額 △ 56,340

営業活動によるキャッシュ・フロー 252,021

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産取得による支出 △ 28,567

受益者負担金による収入 4,909

国庫補助金等による収入 12,727

一般会計補助金 1,818

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 9,113

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 113,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 361,466

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 247,866

資金増加額（又は減少額） △ 4,958

資金期首残高 62,787

資金期末残高 57,829

令和３年度　安芸高田市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）　　
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1.一 般 職

(1)総括

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

300 420 54 1,651 12

560 420 54 1,651 12

△ 260 0 0 0 0

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,460 200 720 8,817

7,430 200 2,317 12,644

△ 1,970 0 △ 1,597 △ 3,827

退職手当組
合負担金

本年度

前年度

比　較

職
員
手
当
の
内
訳

休日勤務
手当

本年度

前年度

比　較

区  分
夜間勤務

手当
管理職手当

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

児童手当

区  分
扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

単身赴任
手当

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

30,023

比　較 0 210 △ 3,827 △ 3,617 301 △ 3,316

前年度 4 13,270 12,644 25,914 4,109

本年度 4 13,480 8,817 22,297

給与費明細書

区  分

職
員
数

給　　　　　　与　　　　　　費
法定

福利費
合　　計

備　　　考

4,410 26,707

－7－



ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る
　　職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載したもの。
２　（）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

300 420 54 1,651 12

560 420 54 1,651 12

△ 260 0 0 0 0

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,460 200 720 8,817

7,430 200 2,317 12,644

△ 1,970 0 △ 1,597 △ 3,827

休日勤務
手当

本年度

前年度

比　較

区  分
夜間勤務

手当
管理職手当

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

児童手当

職
員
手
当
の
内
訳

区  分
扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

単身赴任
手当

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

退職手当組
合負担金

本年度

前年度

比　較

比　較 0 210 △ 3,827 △ 3,617 301 △ 3,316

4,410 26,707

前年度 4 13,270 12,644 25,914 4,109

本年度 4 13,480 8,817 22,297

30,023

区  分

職
員
数

給　　　　　　与　　　　　　費
法定

福利費
合　　計

備　　　考

－8－
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下水道事業会計 

（2）給 料 及 び職 員 手 当 の増 減 額 の明 細  

区  分  増 減 額 （千 円 ） 増 減 事 由 別 内 訳 （千 円 ） 説 明  備    考  

 

給  料  

 

 

 

210 

給 与 改 定 に よ る

増 減 分  

 

0   

昇 給 に伴 う増 加

分  

45  3 名 分  

 

その他 の増 減 分  

 

 

165   

 

職 員  

手 当  

 

 

△3,827 

制 度 改 正 に伴 う

増 減 分  

△61  令和 2 年人事院勧告等に基

づく給与条例の改正によるも

の(勤勉手当の支給率の改定

等） 

その他 の増 減 分  △3,766   

 

（３）給 料 及 び職 員 手 当 の状 況  

ア 職 員 1 人 当 たり給 与  (単 位 :円 ) 

区           分  一  般  行  政  職  

令 和 3 年 4 月 1 日 現 在  

平 均 給 料 月 額  279,400 

平 均 給 与 月 額  329,970 

平  均  年  齢  35 歳 5 ヶ月  

令 和 2 年 4 月 1 日 現 在  

平 均 給 料 月 額  275,025 

平 均 給 与 月 額  330,970 

平  均  年  齢  34 歳 4 ヵ月  

 

イ 初 任 給  (単 位 :円 ) 

区 分  一 般 行 政 職  
国 の 制 度  

行 政 職 (一 ) 

高 校 卒  150,600 150,600 

大 学 卒  182,200 182,200 

 

 

下 水 道 事 業 会 計  
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ウ 級 別 職 員 数  

区   分  

一  般  行  政  職  

級  
職 員 数  

（人 ） 

構 成 比  

(％) 

令 和 3 年 4 月 1 日現在  

1 級  1 25.0 

2 級  1 25.0 

3 級    

4 級  1 25.0 

5 級  1 25.0 

6 級    

7 級    

計  4 100.0 

（級 別 の標 準 的 な職 務 内 容 ） 

区 分  1 級  2 級  3 級  4 級  5 級  6 級  7 級  

一 般  

行 政 職  

主 事  主 事  主 任  

主 任 主 事  

係 長  

主 査  

専 門 員  

課 長 補 佐  

係 長  

主 査  

課 長  

主 幹  

部 長  

 

エ 昇 給  

区       分  合   計  
代 表 的 な職 種  

一 般 行 政 職  

本
年
度 

職  員  数  （Ａ）     （人 ） 4 4 

昇 給 に係 る職 員 数  （Ｂ）  （人 ） 4 4 

号 給 数 別 内 訳  

2 号 給  （人 ）   

3 号 給  （人 ）   

4 号 給  （人 ） 4 4 

6 号 給  （人 ）   

8 号 給  （人 ）   

比  率    （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0 

前
年
度 

職  員  数  （Ａ）     （人 ） 4 4 

昇 給 に係 る職 員 数  （Ｂ）  （人 ） 4 4 

号 給 数 別 内 訳  

2 号 給  （人 ）   

3 号 給  （人 ）   

4 号 給  （人 ） 4 4 

6 号 給  （人 ）   

8 号 給  （人 ）   

比  率    （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0 

下 水 道 事 業 会 計  



 - 11 -

オ 期 末 ・勤 勉 手 当  

区   分  
支 給 期 別 支 給 率  

支 給 率 計  
(月  分 ) 

職 制 上 の段 階 、職 務
の級 等 による加 算 措 置  

備 考  
6 月 (月 分 ) 12 月 (月 分 ) 

本 年 度  2.225 2.225 4.45 

3 級  5％ 

4・5 級  10％ 

6・7 級  15％ 

一般行政職

の例  

前 年 度  2.25 
2.25 

（2.2） 

4.5 

（4.45） 
同     上   

国 の制 度  2.225 2.225 4.45   

※（ ）内 は、令 和 2 年 人事院勧告に基づく給与条例の改正後の支給率である。 
 

カ 定 年 退 職 及 び勧 奨 退 職 に係 る退 職 手 当  

区    分  
20 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

25 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

35 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

最 高 限 度  
 

(月 分 ) 
その他 の加 算 措 置 等  

支 給 率 等  24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特
例 措 置  
（2%～20%加 算 ） 

国 の制 度  
（支 給 率 等 ） 

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特
例 措 置  
（2%～45%加 算 ） 

 
キ 地 域 手 当  

支 給 対 象 地 域 広 島 市  

支 給 率（％） 7.5％ 

支 給 対 象 職 員 数（人 ） － 

国 の指 定 基 準 に基 づく支 給 率 （％） 10％ 

 
ク 特 殊 勤 務 手 当  

区        分  全  職  種  
代  表  的  な 職  種  

一  般  行  政  職  

給 料 総 額 に対 する比 率  （％） 0.40 0.40 

支 給 対 象 職 員 の比 率  （％） 

(令 和 3 年 4 月 １日 現 在 ) 
100.0 100.0 

代 表 的 な特 殊 勤 務 手 当 の名 称  市 税 等 徴 収 事 務 職 員  

 
ケ その他 の手 当  

区          分  国 の制 度 との異 同  差  異  の 内  容  

扶    養    手    当  同  じ － 

住    居    手    当  同  じ － 

通    勤    手    当  同  じ － 

 

下 水 道 事 業 会 計  



　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の

　　　見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

期間 金額 期間 金額
国　県
支出金

地方債 その他

施設管理委
託料

105,160
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
105,160 105,160

水質分析委
託料

6,512
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
6,512 6,512

汚泥脱水業
務

27,905
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
27,905 27,905

脱水汚泥収
集運搬業務

10,021
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
10,021 10,021

脱水汚泥処
分業務

11,742
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
11,742 11,742

安芸高田市
基幹システム
使用料

663
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
663 663

下水道料金
関係業務委
託料

5,500
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
5,500 5,500

財務会計処
理業務

8,000
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
8,000 8,000

当該年度以降の支払
　義務発生予定額

左の財源内訳

特定財源
下水道
使用料

事　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額
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資産の部

1 固定資産 千円 千円 千円千円 千円

（1）有形固定資産

ｲ 土地 240,587

ﾛ 建物 2,087,960

建物減価償却累計額 1,017,234 1,070,726

ﾊ 構築物 13,002,280

構築物減価償却累計額 4,928,159 8,074,121

ﾆ 機械及び装置 3,290,398

機械及び装置減価償却累計額 2,498,547 791,851

ﾎ 工具・器具及び備品 1,852

工具・器具及び備品減価償却累計額 1,759 93

ﾍ 建設仮勘定 479,874

有形固定資産合計 10,657,252

固定資産合計 10,657,252

2 流動資産

（1）現金預金 57,829

（2）未収金 2,168

（3）貸倒引当金 △184

（4）前払金 0

（5）その他流動資産 0

流動資産合計 59,813

資産合計 10,717,065

令和３年度　安芸高田市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和4年3月31日）
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負債の部

3 固定負債 千円 千円 千円千円 千円

（1）企業債

（2）前受金ｲ
建設改良費等の財源に充てるための
企業債

3,103,374

企業債合計 3,103,374

固定負債合計 3,103,374

4 流動負債

（1）企業債

（2）前受金ｲ
建設改良費等の財源に充てるための
企業債

353,037

企業債合計 353,037

（2）未払金 32,643

（3）引当金 1,850

流動負債合計 387,530

5 繰延収益

（1）企業債長期前受金 10,991,164

（2）前受金収益化累計額 4,856,617

繰延収益合計 6,134,547

負債合計 9,625,451

資本の部

6 資本金

（1）自己資本金 746,744

資本金合計 746,744

7 剰余金

（1）資本剰余金

ｲ 受贈財産評価額 0

ﾛ 補助金 129,820

ﾊ その他資本剰余金 2,027

資本剰余金合計 131,847

（2）利益剰余金

ｲ 減債積立金 0

ﾛ 建設改良積立金 0

ﾊ 修繕積立金 0

ﾆ 当年度未処分利益剰余金 213,023

(うち当年度純利益 123,745 )

利益剰余金合計 213,023

剰余金合計 344,870

資本合計 1,091,614

負債資本合計 10,717,065
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１　重要な会計方針に係る事項

（１）地方公営企業会計改正後の基準を適用して、財務諸表等を作成している。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　・建物　　定額法

　　　・その他　　定率法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　10～50年

　　　　構築物　10～50年

　　　　機械及び装置　8～20年

　　　　工具器具及び備品　4～40年

　　　・定額法

（３）引当金の計上基準

　　　職員の退職手当は退職組合納付金を充て，なお不足額が生じるときは一般会計でその

　　　金額を負担することとしているため，退職手当引当金は計上していない。　

　　　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末

　　　における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，実績率等による回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　　該当なし。

３　その他の注記

（１）賞与引当金の目的使用による取り崩し

令和3年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金1,830千円を取り崩す

こととする。

 ハ 貸倒引当金

　　注　　記　　表

 イ 有形固定資産（リース資産を除く）

 ロ 無形固定資産

 イ 退職給付引当金

 ロ 賞与引当金
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1 営業収益 千円 千円 千円

（1） 下水道使用料 169,589 169,589

2 営業費用

（1） 管渠費 27,809

（2） 処理場費 185,862

（3） 総係費 43,856

（4） 減価償却費 357,109 614,636

営業利益 △445,047

3 営業外収益

（1） 他会計補助金 427,378

（2） 長期前受金戻入 213,685

（3） 雑収益 1,140 642,203

4 営業外費用

（1） 支払利息及び企業債取扱諸費 63,086

（2） 雑支出 38,602 101,688 540,515

経常利益 95,468

5 特別損失

（1） 過年度損益修正損 6,190 6,190 △6,190

当年度純利益 89,278

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 89,278

令和２年度 安芸高田市下水道事業会計予定損益計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日）
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資産の部

1 固定資産 千円 千円 千円千円 千円

（1）有形固定資産

ｲ 土地 240,587

ﾛ 建物 2,087,960

建物減価償却累計額 1,017,234 1,070,727

ﾊ 構築物 12,968,918

構築物
減価償却累計額

4,586,377 8,382,542

ﾆ 機械及び装置 3,290,397

機械及び装置
減価償却累計額

2,498,547 791,851

ﾎ 工具・器具及び備品 1,852

工具・器具及び備品
減価償却累計額

1,759 93

ﾍ 建設仮勘定 484,669

有形固定資産合計 10,970,468

固定資産合計 10,970,468

2 流動資産

（1）現金預金 62,787

（2）未収金 0

（3）　貸倒引当金 △62

（4）前払金 0

（5）その他流動資産 0

流動資産合計 62,725

資産合計 11,033,193

令和２年度　安芸高田市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和3年3月31日）
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負債の部

3 固定負債 千円 千円 千円千円 千円

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 3,347,026

企業債合計 3,347,026

固定負債合計 3,347,026

4 流動負債

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 357,252

企業債合計 357,252

（2）未払金 38,062

（3）引当金 1,830

（4）その他流動負債 0

流動負債合計 397,144

5 繰延収益

（1）企業債長期前受金 10,971,710

（2）前受金収益化累計額 4,650,555

繰延収益合計 6,321,155

負債合計 10,065,325

資本の部

6 資本金

（1）自己資本金 746,744

資本金合計 746,744

7 剰余金

（1）資本剰余金

ｲ 受贈財産評価額 0

ﾛ 補助金 129,820

ﾊ その他資本剰余金 2,027

資本剰余金合計 131,847

（2）利益剰余金

ｲ 減債積立金 0

ﾛ 建設改良積立金 0

ﾊ 修繕積立金 0

ﾆ 当年度未処分利益剰余金 89,278

(うち当年度純利益 89,278 )

利益剰余金合計 89,278

剰余金合計 221,125

資本合計 967,868

負債資本合計 11,033,193
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令和３年度　安芸高田市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　入 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.事業収益 830,345 　

1.営業収益 188,781 　

1.下水道使用料 188,781 　

1.下水道使用料 188,781 　

2.営業外収益 641,564 　

1.他会計補助金 435,500 　

1.他会計補助金 435,500 　

2.長期前受金戻入 206,062 　

1.長期前受金戻入 206,062 　

3.雑収益 2

1.消費税還付金 2
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支　出 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備考

1.事業費 715,511 　

1.営業費用 624,468 　

1.管渠費 19,321 　

1.光熱水費 8,442 　

2.修繕費 1,925

3.通信運搬費 1,955 　

4.委託料 6,434

5.賃借料 565

2.処理場費 200,200 　

1.備消品費 3,852 　

2.光熱水費 22,393 　

3.燃料費 42 　

4.印刷製本費 27 　

5.修繕費 5,610 　

6.通信運搬費 256

7.手数料 44,467 　

8.委託料 123,511

9.賃借料 42 　

3.総係費 63,164 　

1.給料 13,480 　

2.手当 6,967 　

3.賞与引当金繰入
額

1,850

4.法定福利費 4,410 　

5.旅費 47 　

6.備消品費 194 　

7.印刷製本費 202 　

8.通信運搬費 800 　

9.手数料 933 　

10.委託料 33,770
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(単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

11.補償費 180

12.負担金 89

13.保険料 120

14.貸倒引当金繰
入額

122

4.減価償却費 341,783

1.有形固定資産減
価償却費

341,783

2.営業外費用 88,983 　

1.支払利息及び企
業債取扱諸費

56,340 　

1.企業債利息等 55,590 　

2.一時借入金利息 750 　

2.消費税及び地方
消費税

32,643 　

1.消費税及び地方
消費税

32,643 　

3.特別損失 60

1.過年度損益修正
損

60

1.過年度損益修正
損

60

4.予備費 2,000

1.予備費 2,000

1.予備費 2,000
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　入 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.資本的収入 135,000 　

1.分担金 5,400 　

1.加入者分担金 5,400 　

1.加入者分担金 5,400 　

2.企業債 113,600

1.建設改良債 2,000

1.建設改良債 2,000

2.資本費平準化債 111,600

1.資本費平準化債 111,600

3.補助金 16,000

1.国庫補助金 14,000

1.国庫補助金 14,000

2.他会計補助金 2,000

1.他会計補助金 2,000
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支　出 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.資本的支出 393,566 　

1.建設改良費 32,100 　

1.処理場建設改良
費

28,000 　

1.委託料 28,000

2.管渠建設改良費 4,100 　

1.工事請負費 4,100

2.企業債償還
金

361,466

1.企業債償還金 361,466

1.企業債償還金 361,466
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